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研究成果の概要（和文）：本研究は、組織や地域の発展や成長を支えるイノベーションのメカニ

ズムを解明するために、企業などの組織内関係や、産学官などの組織間関係に焦点を当て、人

や組織を取り巻くネットワークの関係構造や機能について、定量的および定性的な実証分析を

実施した。バイオ産業から、プロ野球団、音楽家まで実にさまざま対象を分析し、イノベーシ

ョンに必要な知識と、イノベーションを効率的に進めていくための組織や連携のあり方との関

係性の把握に努めるとともに、組織や個人が主体的に関係性をマネジメントする重要性を説い

た。 
 
研究成果の概要（英文）：This interdisciplinary studies aim to elucidate the mechanism of the 
innovation that become a driving force behind the dynamic growth of organizations and 
regions. The studies executed quantitative and qualitative proof analysis about the 
structure and function of the networks where innovative people and organizations were 
surrounded, with a focus on the relation in the organization such as the enterprises and the 
relation between the organizations such as industrial-government-academic cooperation. 
We analyzed really various objects from bio-industry to a professional baseball group and a 
musician and tried to understand the different ways of the organization and the 
cooperation that characterize each innovation. Our studies finally stressed the importance 
that an organization and an individual voluntarily managed a relationship. 
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研究分野：経営史 
科研費の分科・細目：経営学 
キーワード：(1)ネットワーク (2)イノベーション (3)組織間関係 (4)製品開発 (5)制度・構

造・社会変動 
 
１．研究開始当初の背景 

21 世紀に入り、日本経済におけるイノベー
ションの重要性は一段と高まってきた。経済
のグローバル化や情報化が進む中で、アジア

諸国の製造能力や開発力は予想を上回るス
ピードで向上している。他方、わが国は、他
国に先駆ける形で、高齢化が進展中である。
日本経済の発展が、技術革新、製品革新、工



程革新、経営革新などにあることはもはや議
論の余地がない。 

しかしながら、私たちは、新しい時代に適
した企業経営や諸制度のあり方を掌握しき
れていない。1980 年代には日本的経営や日
本の経済システムが、国際的に脚光を浴びた
が、1990 年代以降、日本の多くの産業が凋
落し、他方で、米国は IT、バイオなど新しい
技術革新の波に乗りその成長力を回復した。 
 また、地域に目を転じれば、日本各地の産
業地域の疲弊は著しい。例えば、1980 年代、
系列にとらわれない自由な仕事の受発注や
「仲間まわし」と呼ばれる独自の分業生産方
式で、世界から注目された東京・大田区も、
機械加工や鋳物といった基盤技術の幅と厚
みが低下し、新しい先端技術や独自技術の開
発力も弱体化している。その一方で、アジア
諸国や欧米諸国に、新しい産業地域が相次い
で誕生した。英国のケンブリッジではハイテ
ク産業、中国の北京（中関村）ではソフトウ
エア産業が隆盛を誇っている。 
 こうした状況下、本研究プロジェクトの中
心を担う一橋大学イノベーション研究セン
ターは、近年の主要なものだけでも、「ネッ
トワークとイノベーション」「ネットワーク
と日本的経営」「企業改革と企業パフォーマ
ンス」「End of Japan(日本の終焉)？」といっ
たテーマの研究プロジェクトを遂行してき
た。 
 なかでも、「ネットワークとイノベーショ
ン」プロジェクトは、モバイル産業や中国の
特定地域を対象に実証研究を蓄積してきた。
さらに、その分析にあたっては、ネットワー
クのトポロジー（形態）こそが、情報伝達能
力をはじめとする諸能力、ひいてはパフォー
マンスに決定的に重要な役割を果たすこと
を示唆する、最新のスモールワールド・ネッ
トワーク理論を適用して、イノベーションお
よびネットワークに関する議論を深化しつ
つある。 
 本研究プロジェクトは、研究代表者らが探
索的に始め、今なお萌芽的段階にある「ネッ
トワークとイノベーション」研究の当研究セ
ンター挙げての本格展開を企図している。 
 
２．研究の目的 
本研究プロジェクトでは、企業、産業、地

域という分析レベルの異なる対象を扱いな
がら、「イノベーション能力」と「ネットワ
ーク構造」という共通の視点に基づく実証比
較研究を行う。国内外の企業や産業、地域を
比較分析し、数学や物理学の分野で近年急速
に発展してきたネットワーク理論を援用し
ながら、イノベーションの阻害要因や促進要
因を実証的に明らかにするとともに、多彩な
分析レベルを包括する議論を通じて、斬新な
知見を生み出し、ネットワーク理論およびイ

ノベーション理論の構築に貢献することを
目指す。人や組織のいかなる関係性がどのよ
うなイノベーションを促進するのかを包括
的に考察し、理論構築および政策提言にまで
つなげるのが狙いである。 
具体的には、以下の３点を目的とする。 

（1）特定の企業、産業、地域に関するイノ
ベーション活動のデータベース構築：①日本
で相変わらず競争力がある企業とそうでな
い企業、競争力をつけた海外の企業、②日本
が相変わらず競争力を持っている産業とそ
うでない産業、国外の急速に競争力を持ち始
めた産業、③日本で相変わらず競争力を持っ
た地域とそうでない地域、国外の急速に競争
力を持ち始めた地域、について比較研究し、
どのようなイノベーションがいかに生じて
いるかを具体的事例としてまとめ、データベ
ース化する。企業間、産業間、地域間を比較
することで、企業レベル、産業レベル、そし
て地域レベルにおけるイノベーションのプ
ロセスやイノベーションを促進しているネ
ットワークのトポロジーを解明する。 
（2）特定産業を対象としたイノベーション
およびネットワーク構造の定量的分析：日本
および海外で、同一業種の企業群を対象に、
アンケート調査を実施し、企業間の取引関係
やビジネスグループ（業界団体、異業種交流
等）への参加状態、つながりのある企業との
関係性などに関するデータを収集し、企業の
成長性やイノベーション力と、その企業を取
り巻くネットワーク構造との関係を定量的
に明らかにする。 
（3）特定地域を対象としたイノベーション
およびネットワーク構造の定量的分析：国内
外で、特定地域の企業群を対象に、アンケー
ト調査を実施し、企業間の取引関係やビジネ
スグループ（業界団体、異業種交流等）への
参加状態、つながりのある企業との関係性な
どに関するデータを収集し、企業の成長性や
イノベーション力と、その企業を取り巻くネ
ットワーク構造との関係を定量的に明らか
にする。 
（4）イノベーションの生成メカニズムやネ
ットワーク構造に関する理論構築：上記（1）
（2）（3）の実証分析を通じて、いかなる条
件下でどのようなトポロジーがイノベーシ
ョンにとってなぜ有効か、といった視点から、
イノベーションを促進するメカニズムの理
論化を試みる。 
 
３．研究の方法 
 初年度（平成 19 年度）は、主として課題
の抽出段階、予備調査とし、2年度（平成 20
年度）を研究の本格的な実施、展開の段階と
位置づけ、最終年度（平成 21 年度）は、成
果のとりまとめに主眼を置いた。 
 



（1）特定の企業、産業、地域のイノベーシ
ョン力を解明するため、フィールド調査を基
本としたケース分析、質問票調査、二次デー
タの加工と分析などを組み合わせて実施し
た。 
（2）基本的な方針として、参加メンバーは、
イノベーション活動が人や組織のどのよう
な関係性の中で生まれるのか、そうした関係
性はいかに形成されるのか、イノベーション
を生み出す組織や人にはどのような特徴が
あるのか、といった共通の視点で、特定の産
業や地域などの研究に、精力的に取り組んだ。 
（3）本プロジェクトの中心であるイノベー
ション研究センターでは、全体としての方向
性を確認し、整合性や一貫性を高める場とし
て、定期的な研究発表会やワークショップな
どを開催した。 
  
４．研究成果 
 参加メンバーは、個別に取り組んできた研
究内容を、中核組織であるイノベーション研
究センターの研究会やワーキングペーパー
などで報告するともに、相互学習の成果を、
本や論文、学会等で積極的に発表した。個別
のテーマごとに、権威ある海外ジャーナルや
国際学会などで発信するだけでなく、主な参
加メンバーが著者として名を連ねる学術書、
Dynamics of Knowledge, Corporate Systems 
and Innovationを英語圏で出版した。同書は、
企業活動を支える様々な組織や制度に着目
し、組織志向の強い日本型企業システムを市
場志向の強い米国型企業システムと対比さ
せながら、社会に蓄積された知識が、新製品
や新サービスとして､世に送り出されるイノ
ベーションのダイナミズムを包括的に議論
している。 
 さらに、研究成果の社会への還元も強く意
識し、たとえば、一般社会人向けの『一橋ビ
ジネスレビュー』で、「世界標準」をテーマ
に取り上げ、標準化が行われることで市場を
獲得することもあればし、失うこともあると
いう事実を明らかにしたうえで、グローバル
スタンダードの出現による競争環境の変化
をどのように見通せばよいのかを考察し、変
化に対応できるビジネスモデル構築を探っ
た。また、ネットワークに関しては、シミュ
レーションに基づく「機械じかけ」のネット
ワーク分析では捉えきれない、感情を持った
人がつながる社会ネットワーク研究の最前
線を一般書にまとめ、平易に説き明かすとと
もに、個人がより豊かに生きるための処方箋
なども提示した。 
 
個別研究の主たる成果 
(1)製品開発のケーススタディ：日本企業が
開発した画期的な製品や部品を対象に、技術
開発や事業開発の活動特性、課題を考察した。

(2)日本組織のイノベーション行動：ソニー
から、日本サッカー協会や楽天球団まで、多
彩な組織のトップにインタビューを実施し、
イノベーションを生み出す組織のマネジメ
ントのあり方を検討した。また、大河内賞受
賞企業に着目し、イノベーションにつながる
諸資源がいかに動員され、それが正当化され
ていったについても明らかにした。 
(3) 研究者のイノベーション活動の統計分
析・ネットワーク分析：日本の研究者・技術
者を対象にしたアンケート調査結果を検討
し、イノベーションは、技術と市場の相互依
存関係の中から生まれる傾向が強まってい
るにもかかわらず、研究⇒開発設計⇒試作⇒
量産といった旧来のリニアモデル的な発想
が根強いという課題が浮き彫りになった。 
(4) フロンティア型の研究活動：日本とアメ
リカの大学研究者の発明活動に着目し、その
サーベイ結果をもとに、両国の研究活動の特
徴や課題を分析した。 
(5) 垂直統合企業の垂直分割、コンソーシア
ムの重要性の高まり、アライアンスの活発化
など産業組織のあり方に大きな変革が起き
ているバイオ産業や半導体産業を対象に、産
学官連携ワークショップを開催し、今後のイ
ノベーションを効率的に進めていくための
産業組織や連携のあり方などを議論し、各組
織の役割を検証した。 
(6) 中国企業や芸術家等のネットワーク構
造分析：在欧州の温州人企業家や斬新なアル
バムを発表し衝撃的なデビューを飾ったピ
アニスト等へのアンケート調査やインタビ
ュー調査から、彼らがスモールワールド化し
たネットワークに組み込まれ、それを効果的
に活用していることを浮き彫りにした。 
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